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1は じ め に
オ フ ィス の 立 地 に 関 し て は,今 日 ま で に 多 くの 研 究 の 蓄 積 が あ る ㌧ そ の う
ち,本 稿 で 扱 う企 業 の 支 店 立 地 に お い て も,阿 部,日 野 ら を 初 め と した 研 究 成
果 が 既 に 報 告 さ れ て い る21.これ らの 諸 研 究 に は,全 企 業 を対 象 とす る も の,
特 定 産 業 ・業 種 に 限 定 して 考 察 した も の な ど,「 業 種 別 比 較 」 に 関 して は 多 様
な ヴ ァ リエ ー シ ョ ンが 存 在 す る。 しか しな が ら,分 析 の対 象 に な る地 域 に 関 し
て み る と,全 国 的規 模 の も の と 特 定 都 市(圏)内 の も の に ほ ぼ 二 分 さ れ3㌧ そ
の 中 間 に 当 た る もの は.都 道:府県 レ ベ ル の もの が い くつ か 見 られ る だ け で,地
域 ブ ロ ッ ク レベ ルの もの ば 見 当 た ら ず,更 に 地 域 ブ ロ ック毎 の 支 店 立 地 を 総 体
的 に 比 較 分 析 した も の は ほ とん ど な い の が 現 状 で あ る 。 全 国 的 支 店 立 地 の 中 で.
例 え ば 地 方 中 核 都 市 の 支 店 立 地 上 の 卓 越 性 につ い て 論 じた研 究 は 多い が.そ れ
らは 結 局 「都 市 間 比 較 」 に 終 わ っ て い る。 そ こで 本 稿 で は 地 域 ブ ロ ッ ク規 模 で
の 支 店 立 地 の 空 間 的 特 徴 を 明 らか に し,そ れ を 互 い に 比 較 ・検 討 す る こ と に 重
点 を お く。
我 が 国 に お け る 支 店 立 地 研 究 の も う1つ の 特 徴 と して は 乳 殿 ぼ 阿 部 の 研 究
1)こ の問題に関する従来 の研究としては,寺 坂他(1979),青野 〔1986).国土庁 〔エ989},松原
〔1990),富田(1991),西原(1991)等を参照。なお,本 稿では海外 の詣研究については特 に触
pp.27-55に詳 しいサーベイがなされているので参れなか ったが,こ れについては阿部(1991).
照されたい。
2)阿 部(1975,1977,1983,1991),日野(1979,1983,1986x,19866,1991),Hino(1984)
1991の2つはそれぞれ都道府県 レベ ル,準 地域 プロ.・参照。 なお,日 野の研究のうち,1986n.
クレベルを対象にしたものである。
3)最 近の研究としてはそれぞれ,北 川(1992),一{一葉 〔1992)を挙げることがで きよう。
製造業における支店立地(149)149
にみ られ るよ うに,企 業の支店立地の分析 自体よ り都市 の階層構造を解明す る
ことを究極 的 目標 としていることがあげ られ る。 しば しば阿部 と対 比され る日
野の研 究において も,(企業 の 「テ リ トリー制」 などの独 自の論点 を考慮 して
も)な お都市 の 「階層的結合関係 の検討」 を問題 の ユつに挙.げている。 しか し
この点は,筆 者が試み ようとしている分析 と正反対であ る。すなわち企業行動
か ら地域構造 を説明す るので はな く,地 域構造か ら企業行動 を捉 えることが本
稿 の立場で あ る。 この点 につ いて は,吉 津が西 日本(中 国 ・四国,九 州)の
「主要都市 の人口と本社 ・支所数 との関係」 などについて分析 してい るが4二,氏
の研究 においては人口以外 の要素が明示 的に示され てお らず,「多様 な性格 の
都市」 をグループ化す ることで対処 してい る。 しか しこのグループ化 もあ くま
で事後 的に行なわれた もので しか な く,「地域構造」 を規定 した もの とは言 い
がたい。地域構造 をあ らか じめ前提 した上での支店立地 の分析 は,筆 者の知 る
かぎ りで は行なわれていない と思われ る。
本稿の構成 は以下 の通 りであ る;まずnで は,後 の分析 に必要な諸条件,と
りわ け地域 ブロ ックと(地 域構造 を代表す る)「都市指 数」 を設定す る。次 に
皿で は,各 都市 の支店数 を概観 し,主 として地理的地域構造 との関係 を比較考
察す る。そ して1Vでは,Hで 設定 した都市指数 と支店立地数 との相関を統計 的
に明 らか に し,地 域 ブロ ックご との比較 を行 な う。以上 の分析か ら明 らか に
な ったことを,Vに おいて要約 し,今 後の展望を行な う。
H地 域 ブロ ックと都市指数
本 稿 で は,全 国 を表1の よ うに7つ の ブロ ックに分 け る。 地域 区分 の しか た
に も色 々あ り,こ の区 分が絶 対 的 な もので あ る とは決 してい え な いが,恐 ら く
北海 道,東 北,九 州 ・沖縄 に関 して はあ ま り異論 の余 地 がな いで あ ろ う。 しか
し他 の ブロ ックは必ず し もこれ が 一般 的 とはい え ない 。 に も関わ らず この よ う
な設 定 を した の は次 の2つ の理 由 か らで あ る。第 一 に,後 述 す る都市 指 数 を.計
4)吉津(1983),参照。
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表1地 域 ブロ ック とそれ に該 当す る都道 府 県




東 海 ・北 陸
近 畿
中 国 ・四 国
九 州 ・沖 縄
都 道 府 県 名
北 海 道
青 森 ・岩手 ・宮 城 ・秋 田 ・山形 ・福 島
茨 城 ・栃木 ・群 馬 ・埼玉 ・千葉 ・東京 ・神 奈 川 ・新潟 ・山梨 ・長 野
　
富 山 ・石川 ・福 井 ・岐阜 ・静 岡 ・愛知 ・三重
滋賀 ・京都 ・大 阪 ・兵庫 ・奈 良 ・和歌 山
鳥取 ・島根 ・岡 山 ・広 島 ・山 口 ・徳島 ・香川 ・愛 媛 ・高知
福 岡 ・佐賀 ・長 崎 ・熊本 ・大 分 ・宮 崎 ・鹿児 島 ・沖縄
算 す る際 に も考慮 す る行政 機 関5,に関連 して,そ の管 轄 圏 にほ ぼ準 拠 す る もの
で あ る こ とで あ る。図1は,本 稿 で取 り上 げた20の行 政機 関 の管 轄境 界 を示 し
た もの であ るが,こ れ をみ る と,関 東 ・甲信 越,東 海 ・北 陸,近 畿 の各 ブ ロ ッ
クは 本稿 の 区分 どお りの境 界 線が 主 流 にな ってい る こ とが読 み 取 れ.る。 しか し
中国 と四国 を ユつ にま とめ る こ とは,こ の理 由か らは正 当化 で きな い。 そ こで
第 二 の 理 由 と して,各 ブ ロ ックに 人 口100万人 ク ラス以 上 の 「中核 都 市 」 の6
大 都 市 及び 東京 のいず れ か が,各 ブ ロ ックに必ず1つ づ つ含 まれ て い る こ とで,
各 地 域 の地域 構 造 をで きるだ け一定 にす る とい うこ とを挙 げ て お きた い。 四 国
=高 松 が この条 件 をみ たさ ない の は明 らかで あろ う。 関東 と甲信 越=新 潟,東
海 と北 陸=金 沢,あ るいは 九州 と沖縄=那 覇 との 関係 も,同 様 に分離 で きな い
こ とが 分か る。
.次 に都市 につ い て も考 察 して お こ う%本 稿 で は都市 指 数 は商 業 活 動 や行 政
機 関 の立地 に よ って支店 立 地 とは独 立 に決 定 され る もの と し,む しろ企 業 は都
市 指 数 の ラ ンクを与件 と して行 動す る とい う立場 を取 る。そ の際 の問題 と して,










































(注)各 機 関 の 境 界 は部 局 に よ っ て異 なる もの もあ る が 、 こ こで は 最 も 一般
的 と思 わ れ る もの の み に 限 定 さ れ て い る 。
(出所}「 行 政 機 構 図 」1992年版 及 び 「行 政 機 関 等 ガ イ ドブ ッ ク 〔各 都 道 府 県
版.)」平 成3年 版 よi.」筆'者f乍成 。
信電話株式会社の市 内通話区域 に準拠す る形で設定す る。 この 「都 市圏」(以
下 これを 「市内通話圏」 と呼ぶ ことにす る)に は,特 に大都市圏で相対的に狭
くな る傾向があ る。 この性質は,そ の結果浮かび上がる大都市郊外 のいわ ゆる
「業務核都市」 をそれ自体 として考察す るうえで好都合であ る。
この市 内通話圏 に以下のように都市指数を設定す る。 この とき,都 市指数が
152(152)9151巻 第t.?・3号
企業 の経 済 活動 と直接 の関係 を もたな い こ とが 本稿 の 目的 の た め には重 要 で あ
る。 ここで は デ ー タ と し.て人 口(P)と 小売 吸引 人 口(4の,及 び行 政 機 関 立地
パ ラ メー ター(G)の3つ を用い る。 この とき,都 市指数Rは;
1～=Gx(2M-P)
で定 義 され る。表2は,上 の式 によ って計 算 した都 市指 数 を値 の大 きい順 に並
べ た もので あ る(中 心 都市=市 内通 話圏 内 で最 も小 売吸 引 人 口 の多 い都 市 の 人
ド
ロ が10万人以 上 の都 市 圏 の み)。 この特 色 と して は,例 え ば高 松 の よ うな準 地
方 中核都 市 は 人 口は少 ない もの の,そ の 商 業 ・行政 機能 の 故 に札 幌 ・福 岡 ・広
島 ・仙台 な どの地 方 中核都 市 に次 ぐ高い ラ ン クに な り,そ の 反面,西 宮 の よ う
な衛 星都 市 は 人 口が多 くて も,主 と して 小売 吸 引力 が弱 い ため ラ ンクが低 く抑
え られ る こ とがあ げ られ る。
分析 対 象 とな る企業 につ いて も簡単 に述べ る こ とに しよ う。 本稿 で は分析 対
象 の企業 を製造 業 に 限定す る。 また,企 業 の規模 に関 して は,1992年5月31日
現 在 東証1部 上場 の企 業 に限定 してい る。 更 に,対 象企 業 は東京(03地 区=23
区及 び狛 江 市)に 本 社 機 能ア〕を有す る もの に限 定す る。 これ は対 象 企 業 の直 面
す る 「都 市 シ ステ ム」 を単.純に す るため で あ る。 また,東 京 に立 地 す る支 店 は
そ の名称(例 えば東 京 支店,.関東 支店 等)に 関 わ らず 本社 と一体 で あ る もの と
み な し,支 店 と して 数 えな い。 な お,本 稿 で は1企 業 につ き1都 市 圏!支 店 と
み なす。
最 後 に,以 後 の分析 で用 い られ る諸資 料 の出 典 を明 らか にす る。 まず市 内通
話 区域(同 一 市 外 局 番 の エ リア)に つ い て は,平 成4年7月1日 発 行 の 「ハ
ロー ペー ジ 京都 市(企.美 名)版 」 に掲 載 され て い る 「市 外 局番 一 覧 」(1992
年3月25日 現 在)に 拠 って い る。 ただ し統 計 デー タ利用 の 都合 上,市 町村 の行
政 区域 に準 拠 す るよ うに修 正 して ある 。 また,都 市 指 数 の計 算上 必 要 に な る
デ ー タは,人 口及 び小 売吸 引力 人口につ い て は,東 洋経 済 新報社 刊 「都市 デ ー






























































































































































































































































































































































































注)都 市名の後 に*がついている都市は,支 店が存在 しないか,も しくは,数 えられていな
い都市であることを示す。
出所)「1992年版都市データパ ック」より筆者作成。
年版及 び総務庁行政監察局編 『行政機 関等 ガイ ドブ ック(各 部道府県版)』平
成3年 版 を季照 してい る。ただ し使用す るのは中心都 市の値 のみ とす る。企業
の上場の判 定は,日 本経済新聞社刊 『日経会社情 報'92一皿夏号』 に基づ いて
い る。企 業 の支店 に関す るデー タは,み ず き出版刊 『会社事 業所要覧'92』
154(154)第151巻 第1・2・3号
(みず き総 合 研 究所 編)に 拠 って い る。 この資 料 は,全 支 店 ・工 場 等 の所 在 地
を掲 載 してい るが,い わ ゆ る 「登記 上 本社 」 を そ の ま まに して い るた め,企 業
活 動 の実 態 と若干 食 い違 う面 もあ る こ とをあ らか じめ指 摘 して お きた い。
m地 域 ブロック別の支店立地
　
で は,各 地域 ブロ ック毎 の支 店立 地 は どの よ うにな って い るで あ ろ うか㌔
表3は 各 ブロ ックの都市 の都 市 指数 とそ の支店 立地 数 を示 した もので あ る。 こ
れ を見 る と,中 心 となる東 京 の支店 数 を含 まない 関東 ・甲信 越 地域 を 除い て,
どの 地域 も程 度 の差 こそ あれ そ の地 方 の 中心都 市 に支 店 が集 中 して い る。 北 海
道 地 域 はそ の典 型で,大 多 数 の支 店が札 幌 に集 中 して お り,2位 の釧路 で さ え
札 幌 の約15分の1の 支 店 しか ない91。そ れで も釧 路 ・旭川 ・函館 がか ろ う じて
他 地 域 の県庁 所 在 地 に相:当す る地 位 を 占め てい る ことは読 み取 れ る。
東 北地 域,九 州 ・沖 縄 地域 に おい て は,各 県庁 所 在 地や それ に準 ず る地方 拠
点 都 市(郡 山,北 九州 な ど)が20～50程度 の支 店 を有 し,北 海 道 ほ ど極端 で は
な い にせ よ,や は りそれ.それ 仙 台,福 岡が2位 の都 市 に5-7倍 の格 差 を付 け,
集 中が 目立 つ 。 この 両地 域 につ い て,よ り細 か く見 た場合 に共 通 して い え る こ
とが も う1つあ る。 それ は各地域 の 「地 域軸 」(青森 一 盛 同一 仙 台一 郡 山,北 九
州一 福 岡一 熊 本 一 鹿 児 島)の 沿 線 とそ れ 以外(例 えば秋 田 ・山形,大 分 ・宮
崎)と の間で 支 店立 地数 に格差 が あ る ことで あ る1%
また,近 畿 地 域 で さ え も,支 店 立 地 に 関 して は大 阪 が神 戸 ・京 都 の5倍 近 い
支 店 を集 め,「大 阪一 極 集 中」 の傾 向が 顕 著 で あ る。 た だ しこの背 景 に は,本
























8仙 台 117 8981731129902
36秋 田 1 2298023390112




46青 森 1 2 291565358917
49山 形 1 2 244380318427
51いわき 359642403518






一 一 一 一 一 一 一 一 　 　 一 一
4横 浜 1 332106073342242
14千 葉 1 2 821003945795
17新 潟 1 4 475842610029
18川 崎 11526391036222
21大 宮 1 2 403234591948
22宇都宮 1 2 425144583723
24船 橋 524921632530
29水 戸 1 2 232092418462
37長 野 1 4 34634339留53
38甲 府 1 2 199282338182



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注)1,人 ロ 小売吸引力 人 ロの単位 ∈人
注)2,「 都 市名」 と 「人ロ」 の間の数字 は,左 か ら
順 に,都 道府県庁の有無(有=1),注5に 挙げ
た国の行政 機関の立 地数(最 大値=19)を表す 。
注)2.「 全 国」=全 国 ランク順位.「 吸 引力」罵小
売吸引力 人ロ
注)3.大 冨(048)は,そのエ リア内 に県 庁所在 地で
ある浦和市 を含んで いる。
注)4,広 島(082)のな かに は,佐 伯 区(0829)は
含 まれ ない 。ただ し,小 売吸引力人 口に関 して
は,広 島市全 体のデー タを使用 して いる。
出所)「 都 市デー タパ ック1992年版 」,「'92会杜事
業所要覧」 よ り筆者作成 。
ことが あろう。この地域 は更 に,京 阪神 の3大 都市 のほか に支店の集積 した都
市 をほ とん どもたず,こ の点が関東 ・甲信越地域 と大 き く異な るところ と言 え
よ う。東海 ・北陸地域 における名古屋の場合 には,2位 の静岡 との差 は約3,5
倍で,近 畿 地域 よ り格差 はやや縮小す る。北陸地方 を代表 す る準 地方 中核都
市 ・金沢は,静 岡よ りも支店数が少ないが,こ れ はその次の,4位 に位 置す る
富山 との関連で考 えるべ きであろう。それに対 して,中 国 ・四国地域は1位 の
広島 と2位 の高松 との格差が2倍 弱で,広 島を中心 とす る 「中国地域」 と,高
松 を中心 とす る 「四国地域」 に分かれていることを示 している。その両地域の
「連結点」 とも言 うべ き岡山はその次の3位 につけているが,そ の支店数は1位
の約4分 の1,2位 の約2分 の1に 留まっている。
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そ して関東 ・甲信 越 地域 で は,首 都 圏 の業務 核 都 市U〕で あ る横 浜 ・千葉 ・大
宮 と準地 方 中核 都市 ・新 潟 に多 くの支 店 が立 地 して い る。 そ の他,都 市 ラ ン ク
との対比 で(業 務核 都 市 の1つ であ る)立 川 の支 店 数 の多 さは特 筆 に値 しよ う。
また,首 都 圏 の都市 のみ な らず,宇 都 宮 ・水戸 ・高 崎 とい った北 関東 の都 市 に
も相 当量 の支 店 があ るこ と も特 徴 的 で あ る。 ただ しこの現 象 は,こ れ らの都市
へ の(首 都 圏 か らの)支 店 の分 散 とい うよ りも,首 都 圏の需 要 が極 め て大 きい
ため に,企 業 が 支店 の テ リ トリー を 「首都 圏 」 と 「そ の他(の 関東 ・甲信 越 地
域)」 に分 離 した こ との裏返 しで あ る側 面 が強 い。
1V支 店立地 と都市指数
前節の ような支店立地のパ ター ンは,そ の地域 の都市 システム とどのような
関係 にあ るだ ろうか。 これを検討す るため に,Hで 設定 した 「都市指数」 と支
店数の相関を分析す る。各都市の都市指数 は,い わゆる 「順位=規 模法則」の
影響 を受 けてい ると考えられるので,回 帰分析 に際 しては,通 常 の線形 回帰で
はな く対数線形型の回帰式:
logL=alogl+β
を用いている。各地域毎の α,β,及び決定係 数 〆 の値は以下の とお りである
(カッコ内は'値):
北 海 道 ●
東 北'
関東 ・甲信 越 ●













11)「業 務 核 都 市 」 に 関 して は,国 土 庁(1989),PP.121-123.参照 。
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'値よ り,回帰係数 はどの地域 において も有意である ことは明 らかで ある。そ
のこ とを確認 した うえで,こ の計算結果 を検討す ると,ま ず回帰係数 に関 して
は,東 北 の値が飛 び抜けて大 きく,αが唯一2を 超 えてい る。その理 由と して
考 え られ ることとしては,こ の地域 には(支 店を有す る)都 市の指数がほぼ同
レベ ルに並んで いる一一方,前 節で も触れた ように支店数の格差が大 きいとい う
ことがある。ほぼ同様 の条件下 にあ る九州 ・沖縄が その次 に値が大 きいことも
この考え方 を裏付 けるものであ る。その反面,関 東 ・甲信越,近 畿は値が小 さ
く,αは極めて1に 近い。 これ は両地域が大都市郊外の小規模な衛星都市 を多
く抱 え,そ こにわずかつつで も支店が立地 してい ることと無関係ではあるまい、
決定係数をみ ると,各 地域 の特徴が一層 はっきり現われ る。関東 ・甲信越 を
除けば,各 地域の支店立地 は,そ の地域 の都市階層 と高い相関が認め られ る。
関東 ・甲信越 の決定係数が他地域に比べて極端 に低い理由は,本 稿が この地域
の中核都市で ある東京の支店立地数 を考慮 していない ζとか ら容易 に説明で き
よ う。その他の地域 で も,支 店立地 の一極集 中傾向が特 に顕著な北海道,九
州 ・沖縄 地域で は決定係数 は0.9を超えるのに対 し,二 極分化 した地域構造 の
東海 ・北陸,中 国 ・四国で は0.7台に留 まっている。近畿 も同水準 であるが,
ここではむ しろ,京 阪神 とその他 の都市の立地数の格差が このよ うな結果 をも
た らしていると思われる。全体的な傾向 として,都 市の階層が支店立地の階層
と符合す る地域一この ことはつ ま り,それ らの地域 の中核都市 とその他の都市
の格差が大 きい ことの別 の表現 にほかな らない一ほ ど支店立地の一・極集 中が顕
著な地域 であ るとい えよ う。
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Vむ す び
本稿では,日 本 の支店立地 を地域別に,主 に集計的な形で分析 して きた。そ
の結果,日 本の各地域 の支店立地は,全 体的にはその地域 の中核都 市に支店が
集中す る 「一極集 中」 の傾向が強い こと,各 地域の支店立地数 の階層 はその地
域 の都市 システム と高い相関があ り,支 店立地の一極集 中傾 向 もそ こか ら説明
しうることが明 らか になった。
今後の課題 としては,こ の分析 自体 を今後 よ り精緻化す る必要がある。地域
区分や都市 ランクの設定をよ り適切にす ることは もとよ り,各 支店の管轄圏の
デー タの導入や,具 体的なコス トのデー タを用いた,よ り数量的な分析が試み
られねばなるまい。支店間の格差や階層性,複 数本社制 の問題,更 には支店 間
や支店 と工場 ・研 究所 とのコ ミュニ ケー シ ョンの問題 も,当 然取 り込 まれなけ
れぼなるまい。
また,業 種別の地域特性や時系列的な支店立地の変遷 も興味深い問題である。
本稿は支店立地の全貌を捉 えることをその主眼 としたため,そ のよ うな精密 な
分析を犠牲にせざ るを得 なか った。今後の研 究には,む しろ対象地域 を絞 る必
要があろ う。最後に,本 稿で示 された支店立地の実態 と,工 業立地論や中心地
理論な どの既存の立地理論 との整合性 も吟味され る必要があろう。
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